
 

ご注意：本リリースは、当社の事業内容等に関する情報の提供を目的としたものであり、当社株式の投資勧誘を目的とするものではありません。 

本資料の内容には、将来の業績に関する予測等の情報を掲載することがありますが、これらの情報は、資料作成時点の当社の判断に基づいて作成されております。 

よって、その実現を約束するものではなく、また今後予告なしに変更されることがあります。 

 平成 28年３月18日 

各 位 

 

会社名 アプリックスＩＰホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役 兼 取締役社長 郡  山    龍 

 （コード：3727、東証マザーズ） 

問合せ先 取 締 役 長 橋  賢 吾 

 （TEL.050-3786-1715） 

 

 

（訂正・数値データ訂正）「平成27年 12月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の 
一部訂正について 

 

平成28年２月12日に発表いたしました「平成27年12月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載内容に一部訂

正がありましたのでお知らせいたします。 

なお、連結キャッシュ・フロー計算書の訂正箇所は、投資活動によるキャッシュ・フロー及び「現金及び現金

同等物に係る換算差額」であり、現金及び現金同等物の期末残高は変更ありません。また、その他の訂正は合計

金額の記載漏れによるものであり、平成27年12月期の業績に変更はありません。 

 

記 
１．訂正箇所 

①添付資料 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（２）財政状態に関する分析 

（キャッシュ・フローの状況に関する分析） 

②添付資料 

５．連結財務諸表 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

③添付資料 

５．連結財務諸表 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

④添付資料 

５．連結財務諸表 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報等） 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 

２．訂正の内容 

訂正箇所につきましては、下線を付しております。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数

値データも送信いたします。 

 

①添付資料５ページ目 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（２）財政状態に関する分析 

（キャッシュ・フローの状況に関する分析） 
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≪訂正前≫ 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果減少した資金は、162,409 千円（前連結会計年度は 118,033 千円の減少）となりました。

これは主に、長期前払費用の取得による支出が 108,891 千円発生したこと及び無形固定資産の取得による

支出が 48,262 千円発生したこと等によるものであります。 

≪訂正後≫ 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果減少した資金は、158,998 千円（前連結会計年度は 118,033 千円の減少）となりました。

これは主に、長期前払費用の取得による支出が 108,891 千円発生したこと及び無形固定資産の取得による

支出が 48,262 千円発生したこと等によるものであります。 
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５．連結財務諸表 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

≪訂正前≫ 
    (単位：千円) 

 

前連結会計年度 

(自平成26年１月１日 

至平成26年 12月 31日) 

当連結会計年度 

(自平成27年１月１日 

至平成27年 12月 31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純損失（△） △3,293,168 △2,843,131 

減価償却費 1,237,522 97,545 

のれん償却額 107,160 80,370 

減損損失 － 479,190 

引当金の増減額（△は減少） △4,081 22,522 

受取利息及び受取配当金 △12,696 △5,608 

支払利息 3,872 3,717 

固定資産除却損 3,016 6,985 

本社移転費用 745,170 － 

関係会社清算損益（△は益） － △35,235 

売上債権の増減額（△は増加） 348,005 △8,084 

前受金の増減額（△は減少） 262,993 △130,201 

たな卸資産の増減額（△は増加） △242,351 177,993 

仕入債務の増減額（△は減少） △41,688 10,578 

未払金の増減額（△は減少） 57,614 △239,908 

未払消費税等の増減額（△は減少） 34,675 △30,539 

その他 △231,895 28,499 

小計 △1,025,852 △2,385,304 

利息及び配当金の受取額 14,975 5,757 

利息の支払額 △3,767 △3,725 

法人税等の支払額 △4,635 △33,596 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,019,280 △2,416,870 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額（△は増加） 222,454 － 

投資事業組合からの分配による収入 52,500 49,800 

無形固定資産の取得による支出 △675,152 △48,262 

敷金及び保証金の差入による支出 △2,582 △35,660 

長期前払費用の取得による支出 △128,710 △108,891 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 452,072 － 

その他 △38,614 △19,394 

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,033 △162,409 

財務活動によるキャッシュ・フロー     
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株式の発行による収入 － 300,679 

新株予約権の発行による収入 － 3,155 

長期借入れによる収入 50,000 50,000 

長期借入金の返済による支出 △77,225 △44,480 

その他 △13,291 △18,469 

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,516 290,884 

現金及び現金同等物に係る換算差額 205,192 805 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △972,638 △2,287,589 

現金及び現金同等物の期首残高 4,687,666 3,715,028 

現金及び現金同等物の期末残高 3,715,028 1,427,438 

≪訂正後≫ 
  (単位：千円) 

  

前連結会計年度 

(自平成26年１月１日 

至平成26年 12月 31日) 

当連結会計年度 

(自平成27年１月１日 

至平成27年 12月 31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純損失（△） △3,293,168 △2,843,131 

減価償却費 1,237,522 97,545 

のれん償却額 107,160 80,370 

減損損失 － 479,190 

引当金の増減額（△は減少） △4,081 22,522 

受取利息及び受取配当金 △12,696 △5,608 

支払利息 3,872 3,717 

固定資産除却損 3,016 6,985 

本社移転費用 745,170 － 

関係会社清算損益（△は益） － △35,235 

売上債権の増減額（△は増加） 348,005 △8,084 

前受金の増減額（△は減少） 262,993 △130,201 

たな卸資産の増減額（△は増加） △242,351 177,993 

仕入債務の増減額（△は減少） △41,688 10,578 

未払金の増減額（△は減少） 57,614 △239,908 

未払消費税等の増減額（△は減少） 34,675 △30,539 

その他 △231,895 28,499 

小計 △1,025,852 △2,385,304 

利息及び配当金の受取額 14,975 5,757 

利息の支払額 △3,767 △3,725 

法人税等の支払額 △4,635 △33,596 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,019,280 △2,416,870 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額（△は増加） 222,454 － 

投資事業組合からの分配による収入 52,500 49,800 

無形固定資産の取得による支出 △675,152 △48,262 

敷金及び保証金の差入による支出 △2,582 △35,660 

長期前払費用の取得による支出 △128,710 △108,891 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 452,072 － 

その他 △38,614 △15,983 

投資活動によるキャッシュ・フロー △118,033 △158,998 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入 － 300,679 

新株予約権の発行による収入 － 3,155 

長期借入れによる収入 50,000 50,000 

長期借入金の返済による支出 △77,225 △44,480 

その他 △13,291 △18,469 

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,516 290,884 

現金及び現金同等物に係る換算差額 205,192 △2,606 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △972,638 △2,287,589 
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現金及び現金同等物の期首残高 4,687,666 3,715,028 

現金及び現金同等物の期末残高 3,715,028 1,427,438 
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５．連結財務諸表 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

≪訂正前≫ 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年 12月 31日） 

    （単位：千円）  

 テクノロジー事業  
出版映像等事  

業  
合計  

調整額  

(注)１、２  

連結財務諸表  

計上額  

(注)３  

売上高       

外部顧客への売上高  353,267  1,179,606  1,532,874  －  1,532,874  

セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －  －  －  

計  353,267  1,179,606  1,532,874  －  1,532,874  

セグメント損失(△)  △1,397,036  △74,532  △1,471,568  △935,012  △2,406,580  

セグメント資産  1,430,373  1,278,185  2,708,558  32,121  2,740,680  

その他の項目       

減価償却費  90,265  5,166  95,432  2,113  97,545  

のれんの償却額  －  80,370  －  －  －  

≪訂正後≫ 

当連結会計年度（自 平成27年１月１日 至 平成27年 12月 31日） 

    （単位：千円）  

 テクノロジー事業  
出版映像等事  

業  
合計  

調整額  

(注)１、２  

連結財務諸表  

計上額  

(注)３  

売上高       

外部顧客への売上高  353,267  1,179,606  1,532,874  －  1,532,874  

セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －  －  －  

計  353,267  1,179,606  1,532,874  －  1,532,874  

セグメント損失(△)  △1,397,036  △74,532  △1,471,568  △935,012  △2,406,580  

セグメント資産  1,430,373  1,278,185  2,708,558  32,121  2,740,680  

その他の項目       

減価償却費  90,265  5,166  95,432  2,113  97,545  

のれんの償却額  －  80,370  80,370  －  80,370  
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５．連結財務諸表 

（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報等） 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

≪訂正前≫ 

当連結会計年度（自平成 27 年１月１日至平成 27 年 12 月 31 日） 

   （単位：千円） 

 テクノロジー事業 出版映像等事業 合計 

当期償却額 － 80,370 － 

当期末残高 － － － 
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≪訂正後≫ 

当連結会計年度（自平成 27 年１月１日至平成 27 年 12 月 31 日） 

   （単位：千円） 

 テクノロジー事業 出版映像等事業 合計 

当期償却額 － 80,370 80,370 

当期末残高 － － － 

 

以上 


